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第 1 章 道路特定事業計画策定にあたって 
 

１．１ 道路特定事業計画の目的・位置付け 

我が国では, 急速に少子長寿化が進んでおり, 平成２５年（２０１３年）には, 総人口に占める

65 歳以上の割合（高齢化率）が 25％を超え, 国民の４人に１人が６５歳以上の高齢者となる

本格的な高齢社会を迎えています。また, 障害のある方もない方も同じように生活し活動する社

会を目指す「ノーマライゼーション」の理念が浸透してきており, このような背景から, 高齢者

や障害のある方などが自立した日常生活や社会生活を営むことのできる都市環境を整備すること

が強く求められています。 

このため, 京都市では, 高齢者や障害のある方などが, 市内を安全・快適に安心して移動できる

交通環境を整備するための様々な施策に取り組んでおり, その一環として, ＪＲ藤森駅周辺の徒

歩圏を対象とした地区（以下「ＪＲ藤森地区」といいます。）及び京阪深草駅周辺の徒歩圏を対

象とした地区（以下「深草地区」といいます。）において, 駅や道路, 施設などのバリアフリー化

を推進するため, 「ＪＲ藤森地区バリアフリー移動等円滑化基本構想」（以下「ＪＲ藤森地区基

本構想」といいます。）及び「深草地区バリアフリー移動等円滑化基本構想」（以下「深草地区基

本構想」といいます。）を平成２6 年３月に策定いたしました。 

このＪＲ藤森地区基本構想及び深草地区基本構想は, 平成１８年１２月に施行された「高齢者,

障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（いわゆる「バリアフリー法」）や平成２４年３

月に京都市独自の取組として策定した「「歩くまち・京都」交通バリアフリー全体構想」（以下

「全体構想」といいます。）に基づいて策定したものであり, 今後, ＪＲ藤森地区及び深草地区の

駅や駅周辺の道路などのバリアフリー化（段差の解消, 視覚障害のある方を誘導するための点字

ブロックを設置することなど。）を推進していくにあたっての基本的事項を定めたものです。 

ＪＲ藤森地区は, 伏見区のほぼ中央に位置しており, 教育施設である京都教育大学や京都教育

大学附属特別支援学校, 医療施設である京都医療センター, 官公庁施設である伏見区深草総合庁

舎などの生活に密着した施設が集積しており, にぎわいのある市街地を形成しています。 

深草地区は, 伏見区の北部に位置しており, 教育施設である龍谷大学, 商業施設であるスーパー

マツモト伏見店やコーナンくいな橋店などが立地しており, 様々な方が行き交う地区です。 

上記のことから両地区ともに, 居住者や来訪者にとって快適なまちとして, だれもが安心・安

全で移動しやすい環境の整備が求められます。 

これらを受け, 基本構想に定められた重点整備地区内の生活関連経路について, 道路特定事業

計画を策定しました。今後は, この事業計画に基づいて事業推進を行って参ります。 
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図１．１ バリアフリー法の仕組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1「高齢者, 障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」 
  （通称：バリアフリー法）第３１条第１項 
 

第３１条 第２５条第１項の規定により基本構想が作成されたときは, 関係する道路管理者は, 単独 

で又は共同して, 当該基本構想に即して道路特定事業を実施するための計画（以下「道路特定事業計画」 

という。）を作成し, これに基づき, 当該道路特定事業を実施するものとする。 

 
・移動等の円滑化の意義及び目標 
・公共交通事業者, 道路管理者, 路外駐車場管理者, 公園管理者, 特定建築物の所有者が移動等の円滑

化のために講ずべき措置に関する基本的事項 
・市町村が作成する基本構想の指針  等

基本方針（主務大臣）

 
・関係者と協力しての施策の持続的かつ段階的な発展（スパイラルアップ）【国】 
・心のバリアフリーの促進【国及び国民】 
・移動等円滑化の促進のために必要な措置の確保【施設設置管理者等】 
・移動等円滑化に関する情報提供の確保【国】

関係者の責務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誘導的基準に適合する特定建築物の建築等の計画の認定制度 

基準適合義務等 

以下の施設において, 新設等に際し移動等円滑化基準に適合させる義務 
既存の施設を移動等円滑化基準に適合させる努力義務 

・旅客施設及び車両等 
・一定の道路（努力義務はすべての道路） 
・一定の路外駐車場 
・都市公園の一定の公園施設（園路等） 
・特別特定建築物（百貨店, 病院, 福祉施設等の不特定多数又は主として高齢者, 障害者

等が利用する建築物） 

特別特定建築物でない特定建築物（事務所ビル等の多数が利用する建築物）の建築等に際し移動
等円滑化基準に適合させる努力義務 
（地方公共団体が条例により義務化可能） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点整備地区における移動等の円滑化の重点的・一体的な推進

住民等による基本構想の作成提案

 

・旅客施設, 官公庁施設, 福祉施設その他の高齢者,
障害者等が生活上利用する施設の所在する一定の
地区を重点整備地区として指定 

・重点整備地区内の施設や経路の移動等の円滑化に
関する基本的事項を記載 等 

 
市町村, 特定事業を実施す
べき者, 施設を利用する高
齢者, 障害者等により構成
される協議会を設置 

基本構想（市町村） 協議会 
協議

 
・公共交通事業者, 道路管理者, 路外駐車場管理者, 公園管理者, 特定建築物の所有者, 公安委員会

が, 基本構想に沿って事業計画を作成※1)し, 事業を実施する義務（特定事業） 
・基本構想に定められた特定事業以外の事業を実施する努力義務 

事業の実施 

 
・公共交通事業者が作成する計画の認定制度 
・認定を受けた事業に対し, 地方公共団体が 

助成を行う場合の地方債の特例 等 

支援措置  
重点整備地区内の土地の所有者等が締結
する移動等の円滑化のための経路の整備
又は管理に関する協定の認可制度 

移動等円滑化経路協定 
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１．２ ＪＲ藤森地区及び深草地区バリアフリー移動等円滑化基本構想の策定 

１．２．１ 全体構想の策定 

 （１）全体構想策定の主旨 

   京都市では, 平成１４年に策定した「京都市交通バリアフリー全体構想」に基づき, 国, 京都府, 

公共交通事業者等の関係機関との連携・協調の下, 交通バリアフリーを着実に推進してきました。 

一方, 高齢化の急速な進展やユニバーサルデザインの普及等, 社会状況の変化に対応し, 人と公共

交通優先の「歩くまち・京都」の実現を図るためには, 旅客施設及び周辺道路等の更なるバリアフ

リー化が必要となってきました。国においても, 平成２３年３月に「移動等円滑化の促進に関する

基本方針」が改正され, 平成３２年度を目標年次としたより高い水準の目標が設定されるとともに, 

高齢者や障害のある方が自立して日常生活や社会生活を営むことができる社会を構築することの重

要性と, それを実現するために移動等円滑化を促進することの必要性等が示されました。このよう

な中, バリアフリー化を一層進めていくため, 平成２４年３月に「「歩くまち・京都」交通バリアフ

リー全体構想」を策定しました。 

 

 

 （２）重点整備地区の選定 

   「「歩くまち・京都」交通バリアフリー全体構想」では, 市内の１３０の旅客施設の中から１０地 

区の「重点整備地区」（１１旅客施設）を選定しました。ＪＲ藤森地区及び深草地区においては, 平

成２5 年度から西院地区とともに基本構想策定に向けた取組を始めました。 

 

表１．１ 重点整備地区と基本構想策定時期 

グループ A 公共交通事業者から事業化の意向が示され, バリアフリー化整備を図るための条件等

が整っている地区 

グループ B 公共交通事業者から事業化に向けての意向が得られているものの, バリアフリー化整備

に向けて, 調査や関係機関との調整等に多くの時間を要する地区 

      平成 24 年度に策定済み 

  

公共交通
事業者名

グループ名 
ＪＲ西日本 京阪 阪急 京福 

基本構想 
策定時期 

グループ A 
太秦駅 

JR 藤森駅 

桃山駅 

深草駅 大宮駅 

上桂駅 

嵐山駅 

松尾駅 

 
平成２４年度 

 

平成３０年度 

グループ B 西大路駅  西院駅 西院駅  

～ 
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１．２．２ ＪＲ藤森地区及び深草地区基本構想の策定 

 （１）基本構想策定の主旨 

   ＪＲ藤森地区及び深草地区基本構想は, 高齢者や障害のある方などの日常生活及び社会生活にお

ける移動上及び施設の利用上の利便性, 安全性の向上の促進を図る環境整備の一環として, 関係者

が互いに連携し, 旅客施設（JR 藤森地区は JR 藤森駅及び京阪墨染駅, 深草地区は京阪深草駅及び

JR 稲荷駅）や周辺の道路, 建築物などのバリアフリー化を重点的・一体的に推進していくため, そ

の基本的事項として, 「はばたけ未来へ！京プラン」（京都市基本計画）や「京都市都市計画マスタ

ープラン」などの上位計画や関連計画とも整合を図りながら, バリアフリー化を推進していくにあ

たっての基本方針や今後実施すべきバリアフリー化事業の内容などを定めたものです。 

 

① バリアフリー化推進に係る基本理念と基本方針 

② 重点整備地区の区域, 生活関連施設及び生活関連経路 

③ バリアフリー化事業計画の概要 

④ バリアフリー化事業の推進体制 

 

 （２）ＪＲ藤森地区及び深草地区基本構想に基づくバリアフリー化の推進 

   今後, ＪＲ藤森地区及び深草地区基本構想に基づき, 公共交通事業者, 道路管理者, 京都府公安委

員会などが, 施設や設備の改善事業を実施していきます。また, 市民, 公共交通事業者, 行政機関な

どが互いに連携したソフト施策を展開し, 国民すべての責務である「心のバリアフリー」を推進し

ていきます。 

施設や設備の改善事業のうち, 以下の主要な事業（以下「特定事業」といいます。）については, 

JR 藤森地区及び深草地区基本構想策定後, それぞれの構想に即した事業計画（以下「特定事業計

画」といいます。）を策定し, バリアフリー化の技術基準である「移動等円滑化基準」に適合させ, 

原則として目標年次までに事業を完了させなければなりません。 

 

①  「公共交通特定事業」 

    公共交通事業者が旅客施設内において実施するエレベーター, エスカレーターその他の移動等

円滑化のために必要な設備の整備に関する事業のうち, 必要性及び緊急性の高い事業や低床車両

の導入など 

 

②  「道路特定事業」 

    道路管理者（京都市）が実施する道路の段差や勾配の改善などの移動等円滑化のために必要な

事業のうち, 必要性及び緊急性の高い事業 

 

③  「交通安全特定事業」 

    京都府公安委員会が実施する視覚障害者用付加装置（音響装置）の設置などの移動等円滑化の

ために必要な事業のうち, 必要性及び緊急性の高い事業 

 

④  「その他の特定事業」 

    建築物の所有者, 路外駐車場管理者及び公園管理者が実施する移動等円滑化のために必要な建

築物特定施設の整備, 特定路外駐車場の整備及び特定公園施設の整備に関する事業などのうち, 

必要性及び緊急性の高い事業  
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１．２．３ 目標年次 

   「バリアフリー法」に基づき, 国が定める「移動等円滑化の促進に関する基本方針」の目標年次

である平成３２年度までに, 「ＪＲ藤森地区」及び「深草地区」内のバリアフリー化が完了するよ

う努めます。 

併せて, ソフト対策などのその他の取り組みについては, 平成３３年度以降を含めた長期的な取

り組みとして進めていくこととします。 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１．２ JR 藤森地区及び深草地区基本構想に基づくバリアフリー化の推進の流れ 

  

公共交通特定 
事業計画作成 

（公共交通事業者） 

道路特定 
事業計画作成 
（道路管理者） 

その他の取組 
⇒ソフト対策などの推進

による長期的な取組 

事業着手 
⇒バリアフリー化の工事等の実施 

事業完了（目標年次：平成３２年度） 

ＪＲ藤森地区基本構想策定 

深草地区基本構想策定 

（平成２6 年３月） 

交通安全特定 
事業計画作成 
（公安委員会） 
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図１．３ ＪＲ藤森地区基本構想策定時での道路のバリアフリー化事業計画等の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

生活関連経路④⑤⑥ 

●歩行空間の明確化 

生活関連経路① 

●段差・勾配の改良 

生活関連経路②③ 

●段差・勾配の改良 
●歩行空間の明確化 

※整備済み 
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図１．４ 深草地区基本構想策定時での道路のバリアフリー化事業計画等の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

生活関連経路① 

●段差・勾配の改良 

生活関連経路⑤（深草駅自由通路） 

●自由通路の新設 

生活関連経路④⑥⑦ 

●歩行空間の明確化 

生活関連経路③ 

●歩道の整備 

●歩行空間の明確化 
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１．３ 道路特定事業で定める事項 

   道路特定事業においては, 主に以下の４項目について定めます。 

 

 （１）バリアフリー事業を行う経路 

   生活関連経路及びこれらと一体的に整備する経路を定めます。 

 

 （２）具体的なバリアフリー事業の方針 

   道路特定事業で実施する事業の方針を定めます。 

 

 （３）経路ごとに実施する事業内容 

   経路ごとに実施する事業内容を定めます。 

 

 （４）事業実施予定期間の設定 

   整備を行う年度の目標を定めます。 

 

   ※ バリアフリー法では, 旅客施設を含む生活関連施設相互間を結ぶ経路のうち, 特に重点的にバ

リアフリー化を図るべき経路を「生活関連経路」と位置付け, この生活関連経路を構成する道

路において, 道路特定事業を実施するものとしています。また, 特定事業の実施にあたっては, 

可能な限り有効幅員や勾配等の基準を定めた移動等円滑化基準に適合させなければならない

こととなっています。 

 

バリアフリー化事業の推進体制の構成を図１．5 に示します。 
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図１．5 バリアフリー化事業の推進体制（主に特定事業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※特定事業以外の事業についても可能な限り平成３２年度までに完了するよう努めるとともに, 平成３３年度以降を含めた長期的な取組も 

進めていきます。 

※全市的なバリアフリー化事業の進捗状況に関する情報を収集するとともに, ホームページなどを順次更新し情報を発信します。 

 

連絡会議 

特定事業計画の作成 

⇒バリアフリー化に関する計画 

●公共交通特定事業計画（公共交通事業者）

●道路特定事業計画（道路管理者） 

●交通安全特定事業計画（公安委員会） 

事業着手 

⇒バリアフリー化の工事等の実施 

事業完了 

（目標年次：平成３２年度） 

その他の取組 

・道路の改修や維持管

理等における道路環

境の改善 

・ソフト対策の推進に

よる長期的な取組 

など

Ｈ２6 年度以降 

ＪＲ藤森地区・深草地区 

バリアフリー移動等円滑化 

基本構想策定連絡会議 

（H25.5.30 設置） 

第１回連絡会議 

現地踏査 

（H25.5.30） 

第２回連絡会議 

（H25.8.20）

第３回連絡会議 

（H25.11.5）

市民意見募集 

（パブリックコメント） 

（H25.11.21～12.20） 

第４回連絡会議 

（H26.2.21）

移動等円滑化基本構想策定 

（H26.3 月） 

現地踏査でのご意見に対する事業者等の 

考え方・バリアフリー化事業の考え方

事業計画概要（案）検討 

特定事業計画の方針の検討 
移動等円滑化 

基本構想（案）

移動等円滑化 

基本構想（素案）

※ＪＲ藤森地区と深草地区の基本構想の

策定に当たっては, 合同で連絡会議を

開催し, 検討しました。 




